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高齢化の進展の下で米 ・鮮魚の消費はどうなるか

コウ ホー ト分析

森宏 ・田中正光 ・稲葉敏夫

1.は じ め に

夏休みに2週 間ほど母親 とロンドンに旅 して

いた7歳 の孫娘が,帰 国前父親から電話で 「帰

った ら一番に何が食べたい」 と訊ね られ,「 日

本の臼いご飯」 と答 えた とのことである。帰国

当日の夕飯時,「 ロン ドンで もママのお友達の

ところでご飯炊いてもらったで しょうに」の私

の問いに,「だって種類が違 うもの」が返 って

きた(森 記)。 「南魚沼」 とまで言わな くとも国

産の米 とカリホルニア米を識別で きるか どうか

の面臼いテーマだが,差 し当た り本稿の主たる

関心事ではない1)。老若 を間わず 日本人の食生

活の中で,米 のご飯が特殊の地位を占めている

ことに異論は少ないと思われる。

1970年 代の初め,小 学生だった子供たちの食

事の様子 を見て,ご 飯の食べ方がわれわれ(戦

前生 まれ)と はどことな く違うのを感 じていた。

当時勤めていた日本 リサーチセ ンターのU氏 に

話 したところ,夕 食のテーブルで 「パパはそん

なにお金持 ちでないのだか ら,ご 飯 も食べてく

れ」 と怒鳴ることがしば しばであるとの事であ

った。すると子供たちは,ご 飯だけをか き込む

のである。おかずを一口,ご 飯 を二口,次 にお

つゆを一口という食べ方ではない。それから30

年経過 して,次 の代になると,ご 飯の食べ方は

更に違ってきたように感 じられる。海外で欧米

人を自宅の食事に招いてすき焼 きなどをご馳走

す るこ とがあ るが,彼 らはす き焼 きはす き焼 き

で食べ,米 の ご飯 は後 か らわ ざわ ざ醤油 をぶ っ

か けてか きこむパ ター ンが普 通で あ る。孫 た ち

の ご飯 の食べ方 を観察 してい る と,ど うも 「親

日」 「知 日」派 の欧 米 人の様 式 に近 い。す で に

ある ところで書 いたが,「 移 り箸 」が無 作法 と

された時代 は,は るかかなた に去 って しまった

よ うに思 われ る2)。

日本 人の食事 は,す で に大正 中期 頃か ら,米,

野 菜 と魚*(*多 くの地域 で は塩乾物)を 中心 に

組 み立 て られ ていた(秋 谷 ・吉 田,1988,第4

章 に詳 しい)。 「もはや戦 後で ない」 といわれ た

1955年 で も,年 間一 人当た りの 肉類 の消費 は3.

2kgで,現 在 の10分 の1に 過 ぎなか った。乳 ・

乳製品の それ も12kgで,現 在 の8分 の1程 度 で

あ った(い ずれ も供給 べ 一 ス)。 日本人 の食生

活の変化 を扱 った もの には,中 山誠記 『食生 活

は どうなるか』(1960),唯 是 康 彦 『食料経済 分

析 』(1971),秋 谷 重男 ・吉 田忠 『食生活 変貌の

ベ ク トル』(1988)な ど 数 々の名著 が あ る。 こ

れ らの分析 は,秋 谷が 引用 す る足立 の 「食卓の

文法 」(秋 谷,p.249:足 立,1987)を,も っぱ

ら所 得 一・価 格や 「洋風 化」・「情 報 化」,流 通 の

変化 な ど経 済 ・社会 の変化 とい う文脈で捉 えて

きた。「成熟段 階」 に達 した(時 子 山,1995)と

い われ る日本 人の食料 消費 を占 う上 で,そ れ ら

の視 点が なお有効1生 を有す ることを疑 うもので

はない。

ただ本稿 で は,わ が 国の人 口の急速 な高齢化
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を踏 まえ,筆 者 らの グル ープ が専修大学社 会科

学研究所 な どか らの助成 を受 け,こ の数年来進

めて きたコウホー ト分析の視 点か ら,米 と魚 を

選び,日 本 人の食料消費 の変貌 を計量的 に明 ら

か に し,中 未来 のそれ を予測 してみ たい。 今後

「食卓 の 文法 」 に
,「 広義 の」 年齢(肉 体 的 な

年齢 と出生世代)な る一項 目を付 け加 えていた

だ ける ようにな るこ とを願 ってい る。

1)K.Chinenは 米 国西部に駐在する日本人 を対

象 に,カ リホルニア米(短 粒種)と 日本産米

のブ ライン ドテス トを実施 し,統 計的に両者

の区別 はつかなか った と報 じている(C¢ ρ吻J

Uη初8鴬めN伽s,Feb.6,2003;Kasler,

Febmary7,2003)。 筆者(森)は 過去20年 余,

一 年の3分 の1く らいを海外 で生活 し
,現 地

産の米で満足 しているが,帰 国直後,コ ンビ

ニで求 めるお弁 当の ご飯 の美味 しさには,毎

回感激 してい る。数年前一年間金沢大学 で教

えたワシン トン州立大学のJussaume教 授 の

一家が帰国 して
,3人 の子供 たちが一様 にあ

げた声が,「 ご飯が まずい」だったそ うである。

筆者の結論 は,比 率は確言で きないが,日 本

人の中で も年齢 に関係 な く,ご 飯 にうるさい

人と気にならない人がい る。長 く外地で生活

している と,お 米 の風味には寛大 にな るか も

しれない。「米国およびオセアニア在留邦人家

庭 の肉類 消 費実態」(森 宏 ・栗 原幸一 ・R.A.

Jussaume,Jr.D.Chadee)『 専修大学社会科学

研究所月報』No.373,1994.7.20,特 に11-13

ぺ 一 ジ(品 質 に対す るこだわ り)を 参照 され

たい。

2)一 口おかずを食べればご飯 に戻 るのが 「正

しい作法」で,お かずか ら(別 の)お かず に

移 るのは 「無作法」 とされていた。「戦後 にお

ける食料消費の激 変 と世代効果」森宏報告,

3ぺ 一ジ,『 専修大学社会科学研究所月報』No.

439,2000.1.20.

2.戦 後 における食料消費

の変化 一概観

敗戦 後10年 たって 日本人の食料 消費 は,1人

当た りのカ ロ リー供給量 に関 し,戦 前水準(19

34-36年 平 均)に 回 復 した(吉 田 ・秋 谷,76

頁)。 表1に 見 るよ うに,1人1日 当た りの穀

物摂 取 量 は4809,う ち米 類3509,野 菜2509,

「動 物性 食品」は1159で ,う ち魚介類 が779,肉

類129,卵 類129,乳 ・乳製 品がそれ ぞれ149

で あ った(『 栄養調査』)。米 が2.3合(茶 碗 に軽

じ

く7杯),漬 物 を中心に相当量の野菜 と,ほ ぼ現

在程度の魚介類で日常の食事の基本が形成され

ていた。中程度の豚カツが100-1209と すると,

肉は2週 間に1枚 というより,妙 め野菜の中に

見え隠れする程度の小さく薄い肉切れが数片と

いった副食であった。それから5-10年 たった

1960年 代は じめころから,動 物性食品,特 に肉

類 と乳 ・乳製品の消費が増えは じめ,他 方,1965

年を境に米の消費は顕著に減 り始めた。1990年

代に入って,「バブル」の崩壊 もあってか,動

物性食品の消費は伸び悩みを見せているが,米

消費の低下傾向はなお止まる様子を見せていな

い。他方,日 本人の伝統的食生活を支えてきた

魚介類の消費は,1970年 代央にピークをつけそ

の後ほぽ同水準を維持 している(以 上表1)。

上に見た 『国民栄養調査』は,栄 養士などに

よって,被 調査対象が実際に食べた食品や料理

を原料換算 した栄養摂取に関する調査だが,例

年11月 の3日 間だけの,し か も世帯をべ一スに

した聞き取 りである。1995年 度調査か らは個人

単位に切 り替えられ,年 齢別の摂取量 も報告さ

れ るようになったが,調 査 日がそれまでの3日

間から1日 に短縮 された。価格などの経済変数

も得 られない。

総務省統計局は全国約8000戸 の世帯について

(毎月6分 の1ず つローテー トされ同一世帯は

6ヶ 月で終わ る),年 間 を通 じて収入 ・支出の

明細 を調べている(『家計調査』)。通年の調査

で,都 市規模 ・収入階級別などに,食 品 も,例

えば魚の場合,マ グロ ・さんま,え びなどの よ

うに細か く分類 され,購 入量だけでな く価格 も
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表11人1日 当た り食品群別摂取量の推移,1955年 ～2001年
(9)

食 品 群 1955 1965 1975 1985 1995 2001

穀類総量

うち米類

小麦類

479.6

346.6

68.3

418.5

349.8

.60.4

340.0

248.3

90.2

308.9

216.1

91.3

264.0

167.9

93.7

256.8

160.4

94.3

野菜類 246.2 219.4 246.7 261.7 310.4 311.0

果実類 44.3 58.8 193.5 140.6 133.0 117.4

動物性食品総量

うち魚介類

肉類

卵類

乳 ・乳製品

114.9

77.2

12.0

11.5

14.2

198.3

76.3

29.5

35.2

57.4

303.3

94.0

64.2

41.5

103.6

318.7

90.0

71.7

40.3

116.7

366.8

96.9

82.3

42.1

144.5

338.7

92.0

78.2

39.7

127.6

出所:『 国民栄養の現状平成13年 国民栄養 調査結果』健康 ・栄養情報研究会編,第 一出版

表2米 ・鮮魚などの1年1人 当た り家計消費の推移,1965年 ～2001年

世帯人員 消費支出 米 鮮魚 塩干魚介 生 鮮 肉2》 生鮮野菜

人 1000円1) kg kg kg kg kg

1965 4.26 543.2 79.7 14.5 2.3 6.1 62.8

1975 3.89 894.2 51.1 14.1 3.1 10.2 66.2

1985 3.71 1026.0 41.6 12.6 3.9 12.5 62.3

1995 3.42 1172.2 31.1 12.4 3.7 12.9 58.0

2001 3.22 1150.4 30.4 11.7 3.4 12.2 57.4

注1)=2000年 消費者物価指 数で補 正

2)1鯨 肉 などを含 む

出所:『 家計調 査年報』各年版

記載されお り,わ が国における家計消費の経済

分析 に貴重な基礎データを提供 して きた51967

年報告か ら,世 帯主の年齢階級別に米類,生 鮮

魚介,塩 干魚介,肉 類などのような中分類の消

費支出が記載 されているが,1979年 報告からは

小分類について,購 入量 も発表され るようにな

った。本稿が主 として依拠するのは,1979年 以

降の世帯主年齢階級別データである。

表2に1965年 以降2001年 に至 る期間について,

米 ・鮮魚 ・塩干魚介 ・生鮮肉 ・生鮮野菜の年間

一人当た りの家計消費の推移を示 している。こ

の期間に一人当たり実質消費支出は倍増 し,米

の一人当たり消費は80kgか ら30kgに 激減,生 鮮

魚 と塩干魚介は16kgか ら15kgへ 微減,生 鮮肉は

6kgか ら12kgへ 倍増 した。但 し肉類の消費は19

85年 以降はほぼ横ばいである。

「失われた10年 」と言われ始めてか ら,す で

に幾年か経過 した。経済の先行きは見えない。

上 に見た日本人の食料消費の傾向は,今 後どう

なってい くのであろうか。具体的には,米 は今

後 とも減 り統け,魚 ・肉 ・野菜は現状水準を維

持す ると考えて よいだろうか。あるいは,米 の

減少傾向には歯止めがかか り,魚,肉,お よぴ

野菜 もそれぞれの中分類の中では品 目や形態に

変化があるにせ よ,総 体 としてはほぽ横ばいと

見るべ きであろうか。あるいは,戦 後育ちの新
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しい世代が人口の過半を占めるようになるにつ

れ,肉 の消費は着実に増え,米 の消費はさらに

減少するというシナ リオが現実的であろうか。

その中で魚の消費はどうなると見るべ きであろ

うか。 よく 「日本人は若いうちは肉,年 をとる

に従い魚になる」 と言われてお り,人 口の高齢

化が進む中で,総 体 として魚消費は増えるで あ

ろうとする見方 もある。 しか し欧米の年寄 りを

見れば,「年 をとれば魚」と言 う図式は当たら

ないかもしれない。肉で育った世代は,年 をと

っても魚に移るとは限らない。その点 を計量的

に確定することこそが,"コ ウホー ト分析"の

主たるねらいである。

『家計調査』では外食は,一 般外食 と学校給

食に分けられ,前 者はさらに日本そば,中 華そ

ば,す しなどに細分類 されているが,金 額表示

だけで,そ れ らの内容は不明である。近年 レト

ル ト食品や(半)加 工食品の比重が高まってい

るが,そ れ らの内容換算は容易ではない。家計

の食料費に占める 「一般外食」費(学 校給食費

は除 く)の 比重は1965年 の6.3%か ら1985年 の

13.3,更 に2000年 には16.6%に まで高まってい

る。その中には,家 族員が 自らの小遣いから支

出 した外食や コンビニ ・自動販売機で求めた食

品や飲料なども含 まれない。 また 『家計調査』

は単身者世帯 を対象 としていない(『国民栄養

調査』は1人 世帯をも含む)。 われわれ もそれ

らの限界は十分心得ており,別 途 『国民栄養調

査』やマクロの 『食料需給表』などのデータで

補完 されねばな らないと思 っている。

表1に 示されている 『栄養調査』による家計

の内外 と加工 ・非加工 を間わない総摂取量 と,

表2の 家計の購入時点で捉えた消費量を比べる

と,い ずれの食品群 についても,家 計消費の比

重は傾向的に低下 しているように見える。例え

ば米の消費(1人 当たり,以 下略)は,1965年

か ら2001年 にかけて,『栄養調査』では54%の

低 下だ が,『 家 計調 査』 で は62%低 下 した こ と

になってい る。 同 じ く魚介類 は前者 で は21%増

え てい るの に,後 者 では19%の 減 少 を示 してい

る(但 し後者 は鮮 魚のみ。塩干類 は50%増 え て

い る)。 肉類 につ いては同 じ期 間 に前者 で は2.

6倍 な の に,後 者 で は2.0倍 に とど まって い る

な どで ある。 それ らの乖離 は,統 計上 の誤差 を

除けば,主 として,上 述 した ように,外 食が増

えた こ とと,家 庭 内で も加工 食品の形 での消費

が増 えたこ とに よる もので あろ う3)。

3)肉 類 については,農 水省食肉鶏卵課が,牛

・豚 ・鶏 肉の家計 ・加工 ・家計 外消費の比率

を,1975年 以 来毎年推計 してい る。水産物 や

野菜につ いて も,各 種元デー タにアクセ スを

持つ機関が,同 種の推計 を実施す るこ とが望

まれる。

3.個 人の年齢階級別消費の推計

表3に 一例 として,1995年4)に お け る世 帯主

年齢 階級 呂IL米 お よび鮮 魚の世帯購 入量 を示 し

て ある。 各年齢階級 の世 帯購入量 を2列 目の世

帯 人員 の数で割 って,そ れ ぞれの年齢階級の1

人 当た り消費 とみなす簡便 法 があ るが,世 帯主

とほぽ同年齢 なのは配偶 者だ けで,そ れ以外 は

子供 か同居の親 兄弟で あるのが普通で あ る。例

え ば25歳 未 満 の 世 帯 人 員2.88人 の(お お まか

に)0.88人 は幼児 で,米 や魚 はあ ま り食べ ない

であろ うか ら,20歳 台 前半 の米 消費 は1人 当た

り:50.42/2.88二17.51(kg)と す るの は 過

小推 計 にな りかね ない。他 方40歳 台後半 の3.95

人 の(お お まか に)1.95人 は 食べ盛 りの10歳 台

後 半で あ るか も しれ ないか ら,121.36/3.95=

30.72(kg)を40歳 台 後 半 の1人 当 た り消費 と

、み なす のは,逆 に過大推 計 にな るか も しれ ない。

生鮮果物 な どの ように若 い成 人の消費が近 年 目

立 って低 下 してい るの は,こ の簡便方 で も,と

言 うよ り,別 に世帯員数 で割 らな くとも,世 帯
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表3世 帯主年齢階級別データ=米 と鮮魚の年間購入数量,1995年 の例

世帯主の年齢
階 級 集計世帯数

世帯人員
人

消費支出
1000円

うるち米
kg

鮮 魚
kg

全世帯平均 7,923 3.42 3,949 104.5 42.24

～24 50 2.88 2,639 50.42 19.02

25-29 279 2.97 3,137 50.37 17.22

30-34 614 3.45 3,408 56.74 21.76

35-39 826 3.99 3,758 78.45 29.62

40-44 1,000 4.19 4,179 104.68 38.04

45-49 1,098 3.95 4,714 121.36 48.51

50-54 984 3.56 4,645 125.61 53.25

55-59 869 3.14 4,160 122.33 51.95

60-64 822 2.85 3,689 112.06 48.11

65～ 1,383 2.61 3,179 105.79 43.24

主 の 年齢 階級別世 帯購入量 の推 移 を眺め ればお

お よその傾 向は掴 め る(但 し未成年者の それは

分 か らない)。 よ り深 刻 な間題 は10年 とか20年

間 の経年 のデー タか ら,世 代 別 に加齢 の効果 を

捉 え るときに生ず る。例 えば,1980年 に 世帯主

が30歳 の 「標 準的 な」4人 家族が ある食品 を年

間40kg購 入 し,1995年 に 同 じ く45歳 の4人 家族

が80kg購 入 した とす る。1980年 に30歳 の 成人 は

40/4二10(kg),1995年 に45歳 は80/4=20

(kg)消 費 した,す なわ ちこの出生 コウホー ト*

(率1950年 に誕生)は30歳 か ら45歳 に 加 齢 す る

に伴 い,当 該食 品の消費 を10か ら20kgに 増 や し

た とみて おおむね正 しいで あろ うか。世帯主 が

30歳 の ときの夫 婦以外の世帯員 は幼 児で,食 品

に もよるが,1人 当た りの消費 はゼ ロに近 か っ

た,逆 に世帯 主が45歳 の ときの2人 の子供 は10

歳 台後半 で,親 と同 じくらい,な い しそれ以上

消費 していたか も しれ ない。 とす る と,真 実 に

近 い数 値 は,1980年 に30歳 の 成 人 は40/2=20

(kg),ま た1995年 に45歳 の 成 人 は80/4=20

(kg)な い しそれ より少 な く,こ の期 間 当該 コ

ウ ホー トの消費 は加齢 にかか わ らず あま り変 わ

ってな い とい うのか もしれ ない。牛 乳の ように

幼児や年小者 の消費が多 い食 品 につ いては,別

の 間題 が生 じうるだろ う。

筆者 らはこの 問題 を現実的 に解 消すべ く,世

帯 主の年齢階級別 に世帯員の年齢構 成 を推定 し,

連 立方程式 を解 く形で,未 成年 者 と世帯主 と同

居す る高齢者 を含 む全世帯 員の年齢階級別 消費

を推 計す る努 力 を続 けて きた(MoriandInaba,

19971Lewis,MoriandGorman,1997;森 宏,

19981Morieta1.,2001)。 モ デル を単純 化 し

て示 せ ば,次 の通 りで あ る。X(5),X(15),

X(25),X(35),X(45),X(55)を そ れ ぞ れ

5歳 前後 の幼 児,15歳 前 後 の未成年者,20歳 台,

30歳 台,40歳 台,50歳 台 の成人1人 当た り推 定

平均消 費量 とす る。他 方,H(25),H(35),H

(45),H(55)は,世 帯 主 が20歳 台,30歳 台,

40歳 台,50歳 台 の世帯購 入量で ある(世 帯人員

はそ れ ぞ れ,3.0,4.0,4.0,3.0人 とす る)。

図式 的に次の ような連 立方程式 が成立す る。

1.OX(5〉 十2.OX(25)=H(25)… …(1〉

1.OX(5)十1.OX(15)十2.OX(35)

=H(35)… 。・・(2)

2.OX(15)十2.OX(45)=H(45)… …(3)

1.OX(25)十2.OX(55)=H(55)… …(4)

こ の場 合,未 知 数は6個 で,式 は4本 しかな

いか ら解 は求 め られない。 しか し,仮 に10歳 台
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の後半と20歳 台の消費はほぽ同じくらい,さ ら

に40歳 台と50歳台の消費 も同 じくらいと想定で

きれば,未 知数の数は4個 に整理され,解 は求

められる。あるいは,何 らかのサイ ドエヴィデ

ンスに基づ き,例 えば,1.5X(5)=1.OX(15),

すなわち15歳前後の子供は5歳 前後の幼児に比

べ,こ の食品の個人消費は平均的にほぽ50%多

いなどの情報が得 られれば,同 じように未知数

の整理は可能である。

単純割 り算方式に比ベメ リットが多いことに

疑間の余地はないが,世 帯主の年齢階級別の家

族員構成は,『 家計調査年報』に記載されてい

ない。当初は 『国勢調査』や 『国民生活基礎調

査』などから,近 似的な推計 を充てていたが,

やがて 『家計調査』の各年の個票の解析 に基づ

く完全な家族員構成の基礎データが提供 された。

推計上のさらに基本的な変化(改 良?)と して,

上の連立方程式を 「固 く」解 くのではなく,す

べての式に誤差項を認め,そ れら誤差の二乗和

を最小にするようにパラメターを求めるという

方式に変えていった。未知数の数のほうが方程

式の数を上回る問題 は,個 人の年齢階級 を5歳

刻みで仕分 け し,隣 接 する年齢 間では差異 は

「漸進的」であるとす る想定をすべての年齢階

級にかぷせ ることで,上 記のように40歳 台 と50

歳台の消費は同 じとか,ど の年齢階級はどの階

級 よりxx%多 い/少 ないなどとす る恣意的な

想定を排除す ることになった。それ らの展開に

ついては,森 ほかによる関連文献 を参照 された

い(特 にMori,Clason,DyckandGorman,

2001,Appendix)。 簡単な数学的なサマ リーは,

巻末の付録1に 記載 してある。

以上のような連立方程式体系 を解いて,世 帯

主の年齢階級別世帯購入量データが得 られる19

79年 から2001年5)に 至る23ヵ 年の各年について,

米および鮮魚の家計消費を世帯員個人の年齢階

級別に分けて推計 した(表4お よび5)。

元 デー タの不規則 な変動(特 に世 帯主が若年

の世 帯は集計数 が少な いこ ともあ り,不 自然 な

振 幅が見 られ る6)と,隣 接 す る年齢 間の変異 は

「漸進的」 で ある との想 定が満 た されな いケー

スが あ り,異 常 に大 きな残差 を示 す式が現 れる

こ とが まれで ない。その よ うな場合 は,Huber

(1981)や 蓑 谷(1992)に 従 って ウエ イ トを小

さ くし,「 頑健 推 定」 を心が けた。世帯 デ ー タ

か ら世帯 員個 人の年齢別 消費 を推計 す る仕方 は,

MoriandInabaが1996年 に始 めてか ら7年 経

過 してお り,そ れ な りの改良 は加え られ ている

が,ま だ社会的認知 を得 るまでには至 っていな

い。 さらな る改良 を待 ちたい。

4)『 国民栄養調査』は1995年 調 査か ら,幼 児か

ら70歳 以上層 までの個 人の年齢 階級別食品群

摂取 を発表するようになった。

5)『 家計調査年報』は,2000年 か ら世帯主の年

齢 階級が従来 の5歳 か ら10歳 刻 みに変 え られ

た。但 し2001年 分 まで は,別 途(CD-RO

M)5歳 刻 みの情報 を得 ることが出来る。

6)例 えば森宏 「食品 ・酒類の年齢別消費構造

の変化」表2・3『 専修経済学論集』33(1)

な ど参照。米 について,付 録表3に 最近数年

間の実例 をあげておいた。

4.年 齢 ・世 代 ・年 次効 果 へ の分 離

コウホート分析一

まず表4の 米について:過 去20数 年個人の年

齢別消費を概観す ると,ま ず40歳 台後半以上の

中高年者のほうが10歳 台の成年者 を含む若年者

に比べ全期間を通 してかなり多い(既 述のよう

に 『家計調査』 は外食はカバー していない。中

高年層に比べ若年層の外食,主 に昼食,の 比率

は顕著に高い。『国民栄養調査』第2部,各 年

版。以下繰 り返 さない)。高年者階級で も70歳

を過ぎるとやや低下する。1979年 か ら2001年 に

かけて,ど の年齢階級でも1人 当たり消費は顕

著に低下傾向を示 している。1980年 代初めに20
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表4米 の年齢階級別1人 当た り家計消費の推計,1979～2001年
(㎏/年)

ノ

年齢
年次
0-9 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75一

1979 29.4 37.1 37.5 35.1 32.2 36.2 47.9 66.2 69.3 67.3 61.9 63.8 66.6 61.8 54.1

1980 29.7 37.6 37.0 33.7 31.6 35.6 46.1 69.3 71.8 62.4 61.7 63.7 59.7 52.6 45.3

1981 29.4 38.4 38.8 32.8 29.7 36.4 44.0 63.2 71.0 66.0 57.8 60.9 58.5 52.5 45.6

1982 27.1 35.2 36.0 32.7 29.8 33.5 43.6 61.7 67.2 62.2 61.2 57.1 61.2 57.5 50.5

1983 25.5 32.2 31.7 29.0 26.3 33.2 40.9 65.1 67.4 66.7 60.3 62.5 61.1 55.1 47.9

1984 23.9 36.2 37.0 33.3 29.9 32.8 40.3 61.2 67.0 60.9 60.1 56.9 56.9 51.9 45.2

1985 22.7 31.5 31.7 28.8 26.6 29.7 41.1 61.3 69.0 62.3 61.2 58.8 58.1 52.6 45.8

1986 24.3 31.0 30.4 28.5 26.7 28.4 35.0 54.0 74.4 60.4 59.6 61.0 58.9 52.7 45.5

1987 23.0 30.4 29.7 26.2 24.5 25.2 31.7 54.4 64.1 58.5 61.0 58.7 54.2 47.5 40.7

1988 17.7 23.1 24.3 23.4 23.4 22.7 35.6 56.1 59.8 57.0 57.9 57.9 48.2 43.4 37.6

1989 16.1 20.6 21.6 21.8 20.4 22.6 36.1 54.8 57.3 58.0 57.2 55.1 48.8 43.8 38.0

1990 16.6 20.9 21.1 21.0 20.2 21.6 30.1 48.6 55.2 55.1 55.7 55.2 50.5 45.4 39.3

1991 17.1 23.4 23.1 20.6 20.5 21.0 27.4 44.2 57.7 51.2 57.4 52.2 49.8 44.5 38.4

1992 13.6 18.6 21.4 23.5 23.1 21.7 34.4 45.0 48.9 51.7 49.2 47.6 52.9 49.6 43.8

1993 15.5 19.9 20.7 21.3 21.6 20.6 28.1 45.7 52.1 52.4 55.0 51.0 52.4 48.3 42.3

1994 13.3 16.8 17.3 17.5 17.0 18.6 22.2 41.2 45.8 51.9 50.3 49.4 46.9 41.8 36.1

1995 12.7 16.5 17.4 19.0 19.6 18.7 24.4 35.5 44.8 47.8 50.1 45.7 47.5 44.0 38.6

1996 14.1 17.8 17.8 17.6 17.4 17.7 23.3 35.7 44.0 43.7 49.7 49.7 49.1 44.5 38.6

1997 13.5 18.2 18.3 17.3 16.7 17.3 24.1 27.8 45.1 44.3 46.4 56.1 47.1 42.3 36.5

1998 13.5 17.1 17.6 17.5 18.1 18.8 16.7 34.9 45.2 39.7 51.0 50.8 49.5 44.6 38.6

1999 10.2 12.9 13.5 14.8 15.3 19.1 24.2 36.0 39.2 44.2 50.5 53.9 51.5 45.8 39.6

2000 12.2 15.9 16.7 17.3 18.3 18.6 25.5 33.4 35.5 44.2 50.6 52.9 50.6 45.0 38.8

2001 12.7 16.6 16.9 17.0 16.8 17.7 23.6 29.3 39.6 40.8 48.5 45.3 49.2 46.6 41.3

'

歳台だった出生 コウホー トは,2000年 代初めに

は40歳 台,同 じく30歳台は50歳 台になっている

わけだが,若 い頃(当 時の中高年者に比べ)米

消費が少なかったコウホー トは,加 齢にかかわ

らず1980年 代初頭 にみ られた年齢 ・消費パ ター

ン(40歳 台後半から60歳 台前半にピーク)を 再

現 していないように見える。

次に表5の 鮮魚について:米 の場合同様,全

期間 を通 して中高年層のほうが若年層に比べか

な り多い。70歳 を超 えると消費が低下す るのは

米 と同様である。米 と違って,若 年層,特 に30

歳台後半以下層で,1980年 代初めにも相対的に

少なかった個人消費が近年押 しなべて激減(半

減)し ているが,50歳 台以上層では全 く変わっ

てお らず,以 前 の高 水準 を維持 してい る。1980

年 代 初め に20-30歳 台 で当時の 中高年 層 に比べ

あ ま り鮮魚 を食べ なか った コウホー トが,そ の

後 加 齢 して中 高年 に達 す るに従 い,か って の

「年齢 ・消費パ ター ン」 を再現 す るようになっ

た とみ る.ことが出来 るか もしれな い。 それに し

て も1980年 代 央 以 降 に生 じた30歳 台以 下 層 の

「魚離 れ」7)は劇 的で あ る。 これ を ど う読 む か。

今後の 魚の消費 を占 う上 で軽 視す るわけに はい

か ないだろ う。

ところで表4・5の ように,あ る期間 にわた

って個 人の年齢 別消費が与 え られて い るとき,

これ を コウホー ト表 と呼 ぶ こ とが あ る。 年齢 の

刻み と調査 年次の それが一致す る と,同 一 出生
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表5鮮 魚の年齢階級別1人 当た り家計消費の推計,1979～2001年
(kg/年)

年齢
年次
0-9 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75一

1979 8.9 11.3 11.6 11.8 12.4 13.0 13.8 13.3 14.7 19.8 19.6 20.8 19.5 17.2 14.8

1980 7.9 10.1 10.4 10.9 12.0 13.2 15.4 15.4 17.7 19.3 20.4 20.3 18.5 16.1 13.8

1981 7.9 10.4 10.7 10.8 11.2 12.1 13.8 14.3 15.7 19.3 19.8 20.6 18.1 16.0 13.8

1982 7.5 9.9 9.6 9.2 9.4 11.3 13.0 14.β 15.2 19.5 20.8 19.0 18.9 17.2 15.1

1983 7.5 10.2 10.2 10.0 10.1 11.2 13.3 14.9 15.4 20.2 21.0 20.2 19.0 16.8 14.5

1984 6.5 8.8 9.1 8.7 9.2 12.3 13.9 15.8 18.3 18.9 21.2 21.9 19.9 17.3 14.8

1985 6.5 8.3 8.3 8.6 9.3 10.9 12.5 16.6 17.7 19.2 20.6 20.3 20.0 18.0 15.7

1986 5.7 7.7 8.0 8.6 9.3 11.2 13.3 16.5 18.2 20.5 21.7 18.6 18.6 17.0 14.9

1987 5.7 7.7 7.7 7.3 7.5 10.3 12.2 15.9 18.9 18.9 19.9 20.3 18.5 16.1 13.8

1988 4.9 6.5 6.6 6.6 6.6 10.9 12.6 16.9 19.2 19.4 20.5 20.3 19.0 16.7 14.4

1989 6.0 7.9 7.7 7.5 7.5 8.6 10.6 14.0 18.7 19.4 19.4 20.4 19.1 16.9 14.5

1990 5.2 6.8 6.8 6.6 6.7 8.5 11.0 14.6 18.3 19.1 19.0 20.2 18.5 16.2 13.9

1991 4.4 5.9 6.0 6.4 6.6 9.3 11.9 14.6 18.7 20.0 19.9 19.2 19.3 17.7 15.4

1992 4.8 6.3 6.6 7.2 7.6 7.9 11.6 14.8 19.1 20.5 21.1 21.2 20.6 18.4 16.0

1993 4.8 6.2 6.1 6.4 6.7 8.0 10.9 14.7 19.8 21.2 21.5 20.8 21.3 19.6 17.2

1994 5.3 6.9 6.9 6.8 6.8 8.2 8.8 13.3 18.3 21.6 20.7 20.2 19.8 17.8 15.5

1995 5.2 7.0 6.9 6.8 6.4 7.0 8.4 11.5 18.8 21.6 22.0 20.1 19.7 17.8 15.5

1996 4.1 5.5 5.5 5.7 6.0 6.7 8.2 12.7 17.0 20.8 22.5 20.8 19.9 17.7 15.3

1997 4.2 5.7 5.8 5.8 5.9 6.4 8.1 12.6 16.1 21.3 22.1 22.2 20.1 17.4 14.9

1998 4.1 5.5 5.5 5.6 6.0 6.8 8.0 12.0 16.3 20.5 22.0 20.9 19.8 17.6 15.2

1999 4.1 5.3 5.2 5.2 5.7 6.7 7.7 11.0 15.6 18.9 21.4 21.0 20.4 18.4 15.9

2000 3.6 4.9 5.0 5.1 5.4 5.8 7.3 12.3 13.5 22.0 23.0 20.8 20.5 18.6 16.2

2001 4.0 5.5 5.6 5.6 5.7 5.5 6.6 10.7 13.0 18.7 21.3 20.4 19.9 18.0 15.6

コウ ホー トは対角線上 をたどって移動す る。例

えば1980年 の20歳 台 は1990年 に30歳 台,2000年

に40歳 台 に駒 を進 め る。 この よ うな表 を,「 標

準 コウホー ト表 」 と呼ぶ。表4・5は 年齢 は5

歳 刻み で,調 査 年 は毎年 だか ら,同 じ年齢 階級

(セル)に5分 の1ず づ新 しい コウホー トが入

り込 み,5年 で次の コウホー トに とって代 わ ら

れ る。

先に表4お よび5の 読 み方 に簡 単な解説 を加

えたが,あ る年齢 階級,iの,あ る年次,tに

お ける平均 消 費量,Xltは,i年 齢 階級 に特 有

の値,「 年 齢 効 果」,A1と,t年 特 有 の値(例

えば米 は1994年 は 前年の大 凶作 で 品質 は悪 く,

価 格 は暴騰 した),「 時代効 果」,Ptに 影 響 され

る。食嗜好 ・許 容(acceptance)が 人生 の ど

の時期かに形成 され,し か もその後のライフサ

イクルを通 じて,相 当強 く維持 されるとす ると,

その効果,「 コウホー ト効果」 をも考え合わせ

なければならない。本稿では分析の対象 に加え

ないが,何 処で育ったかも個人の一生の食習慣

を大 きく左右する。例えば関西育ちは肉といえ

ば牛肉を意味 し,関 東や東北育ちは豚肉である

のはよく知られている(前 掲,秋 谷 ・吉田,12

章など)。学校給食で もハンバ ーグが珍 しくな

い時代 に育った世代 と,肉 は野菜妙めの中でし

か食べたことがない世代 とでは,食 肉に対する

嗜好 ・許容度は当然違 うだろう。

終戦直後の窮乏期あるいは逆に高度成長後の
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「飽食時代」に,食 嗜好が形成され る時期をと

もに経験 した集団は,他 の時期に育った集団 と

は区別 され るある特 定の コウホー ト効果,Ck

に特徴付けられると考えられる。これらの集団

の当該食品(本 稿では米 と鮮魚)の 消費は,平

均的に,そ の ようなこの集団特有 の効果,Ck

に,そ の時々の年次効果,Ptと,加 齢 に伴 う

年齢効果,A[が 加わったところに決 まるだろ

う。数式で示す と:

Xi,二β十!レ十ハ十C々十」E毒・・・…(5)

但 しB:定 数項

Eit:誤 差項

で表される。年次が決 まると,ど の年齢階級,

どのコウホー トにも一定の年次効果,Ptが 一

様にかかるという想定は,そ の年どしの所得や

価格など経済変数の効果や先に触れた不作によ

る供給不足や品質低下などの要因については納

得 で きる。 しか し,「健 康 志向」,「簡便化 志

向」の高まりとか,「情報化の進展」などが横

並びのどのセルにも一様にかかるとす るモデル

は,必 ず しも自然ではない。例 えば,近 年日本

でも高まったコレステロールに対す る関心が,

若い年齢層と中年以上層の食生活に同 じ様 に作

用するとは考えにくい。

またコウホー ト効果 について,食 様式 全般

(例えば,3食 ともご飯でないと気がすまない,

逆 に朝はパ ンでない と胃が もたれ るなど),あ

るいは特定食品に対する嗜好が,人 生のある時

期に形成されると,そ れ以降の人生 に強い影響

をもつことは日常的に観察される。 しか しかと

言って,そ の性向が死ぬまでそのまま維持 され

る,中 途での変更 は認めない*(*加 齢効果 と時

代効果は加わるが)と いうモデル化 も固すぎる。

しかし,本 稿の対象期間は1979年 か ら2001年 ま

での20年 間強である。1980年 代初めに20歳 台だ

った集団は2000年 代初めには40歳 台,同 じく40

歳台は60歳台になっているのだが,そ れぞれの

食嗜好は平均的に,そ の後の加齢 と時代の変化

の影響を受けつつ も,少 な くともその20年 間 く

らいでは基本的に変わっていないであろうと想

定することに重大な抵抗は感 じられない。

年齢要因は,日 常の会話段階ではしば しば登

場するが,こ れまでわが国における食品消費の

計量分析では陽表的に考慮されることがなかっ

た。1980年 初頭から食料消費の将来予測に陽表

的に年齢要因をモデル化 している米国において

も,広 義の年齢を構成する出生 コウホー ト的側

面は考慮されていない8)。現実に合わせてモデ

ルを複雑化 しようとすれば,限 られたデータの

制約のもとで解を求めるには,ま た別種の不自

然な仮定を設けなければならない。われわれの

解析力が十分高 くない現段階では,さ し当たり,

上の(5)式,コ ウホー ト分析 における標 準的な

A/P/Cモ デル9)に従 って,作 業 を進めてい く

ことにしたい。

人の舌は3歳 で決まるなどと言われる。食嗜

好が人生の どの段階で形成 され,そ の後のライ

フサイクルに持 ち越され るかは,食 品によって

も,時 代によって も一概に言えない。本稿の対

象品目,米 と魚について,コ ウホー ト効果の形

成時期がいつ頃なのか,客 観的な調査はない。

常識的に,小 学生の低学年か小学生の高学年な

いし中学生 と考えることに関 して,少 な くとも

筆者たちには抵抗がない。本稿では,10歳 前半

と想定した。世帯データか ら,世 帯員個人の年

齢階級別消費を推定するに当たって,10歳 より

若い階級の消費の推計 に十分 自信が持てないこ

ともこの想定の背後 にある。

米については表4,鮮 魚については表5に そ

れぞれ示される個 人の年齢階級別消費から,上

記(5)式の,年 齢効果,A1,時 代(年 次)効 果,Pt,

お よぴ世代効果,Ckを 推計す るのが次の技術

的作業である。推計すべ きパラメターは,年 齢

階級が10-14歳 から75歳以上層まで14,年 次が
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1979年 か ら2001年 ま で23,世 代 が1979年 に75歳

以上 で あった最 も古 い ものか ら1999年 に10歳 に

達 した最 も新 しい コウ ホー ト10)まで18,計55

個 で あ る。 他 方デ ー タ は,23行 ×14列 二322存

在 し,情 報量 と して は十分 であ るか に見 え る。

しか し,i年 齢 階級の 実際 の年齢 をi',kコ ウ

ホー トの出生 年次 をk'と す ると,

々'=渉一 ず……(6)

の 一 次従属 の関係が あ る。例 えば2000年 に20歳

の集 団は1980年 に 出生 して いる,1950年 に 出生

した集団が40歳 になったの は1990年 で あ る。 こ

の ように推 計すべ き年齢,調 査年次 とコウホー

トの出生年次が相互 に独立 していな い。 コウ ホ

ー ト分析 にお け る 「識別 問題 」mで ,理 論 的 に

は解けな い とされて いる。

この問題 を避 け るには,3つ の変数 の うち一

つ を無視す る,例 えば時代効果 はなか った と し

て,年 齢効果 とコウホー ト効果だ けを求 め る,

あ るいは コウホー ト効果 はない もの として年齢

効果 と時代効果 だ けを分析 の対象 とす るな どで

ある。 台湾 にお ける世 帯の貯蓄率 の ライフサ イ

クル を分 析 したDeaton(1994),米 国 の 家 計

の 貯 蓄 行 動 を分 析 し たAttanasio(1998),

Deatonに 倣 って 米 国 の 食 料 消 費 を分 析 した

Blisard(2001)が 前 者 の例 で あ り,8)に 述 べ

てい る最 近の米 国農 務省経済調査 局 による食料

消費の将来予測(2003)が 後 者 の例 で ある。

わが国の食料 消費は,戦 後 急激 な変化 を遂げ

たが,1960-80年 代 の高度成 長期 を経 てすで に

「成熟段 階」 に達 して い るといわれ てい る(時

子 山,1995)。20-30年 前 にすで に その 段 階 を

経験 してい る と思 われ る米 国の食料 消費 を分析

す る場 合,新 ・旧世代 の差 を便宜上 捨象す るこ

とは許 され るか も しれ ない。 その 意 味 で は,

Blisardの 分 析結 果 も,農 務省 の最 近 の予測 も,

現 実的意味 を も持 っている と考 えて よいだろ う。

しか し,年 率実質で平均7%の 経済 成長 を遂 げ

た1970年 代 央 か ら90年 に至 る台湾の貯蓄 率(消

費 率)の 分 析 に お い て 時 代 効 果 を捨 象 した

Deatonに は,Skimerが 「上潮 はすべ て の船

を,少 な くともすべての年齢層 の船 を底上 げ し

た」の で は ない か と間題 点 を正 し く指 摘 した

(1994)。

わ れ われは,中 村隆が 開発 したベ イズ型 コウ

ホー トモデル を使 い,米 と鮮魚の年齢 別個 人消

費の変化 を,年 齢 ・時代 ・世代の いずれの効果

も恣意 的に捨象す ることな しに,上 記(5)式 に沿

った形で コウホー ト分析 す る。「識 別 問題 」 を

克 服 す るた め の 中村 の 基 本 は,パ ラメ ターの

「漸 進 的 変 化 の 条 件」 で あ る(中 村 ,1983;

Nakamura,1986)。 す なわ ち,そ れ ぞれ隣接

す る年齢の間,時 代 の間 お よび世代の間 では,

パ ラメ ターの 変異 はあま り大 き くな いで あろ う

との 「自然 な」 想定(Nakamura,1986,355

-56)で あ る
。例 えば ある食品の個人消費 にお

いて,20歳 台 前半 と50歳 台後 半の間で は年齢 効

果の差 は大 き くと も,20歳 台 前半 と後半,あ る

い は50歳 台後 半 と60歳 台前 半の間で はあ ま り違

わ ないであろ う云 々であ る。

表4(米)お よび5(鮮 魚)か ら,(5)式 の 年

齢 ・年次 ・世代効果 をWLSで 推 計 す るに当た

って,年 齢 効果 ・年次 効果 ・世代効果 の それぞ

れにつ いて 「漸進 的変化の条件 」 を副次的制約

として加 え,赤 池のベ イズ型情報 量基準(AB

IC)に 従 ってパ ラメ ターを客観 的 に推計 する

ので ある。 数学的解説 は,付 録2に 記述 す る。

1979年 か ら2001年 に至 る世 帯員個 人の年齢 階

級別消費 の変化 を,年 齢 ・年次 ・世代 効果 に分

離(decompose)12)し た推計 結果 が,表6(米),

お よび7(鮮 魚)に 示 され ている。分析 結果の

意味 合い を検討す る前 に,各 欄 の数字の読 み方

を説明 して おこ う。表7の 鮮 魚について,例 え

ば1989年 に おけ る35-39歳 の理 論値 を求め るに

は:(総 平均効果)13.02+(35-39歳 の 年齢 効
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表6米 の年齢別個人消費の1979-2001年 の変化

を年齢 ・年次 ・および世代効果に分離
(kg/年)

年 齢効果lAゴ 年次効果:P∫ 世代効果:Ch

年齢階級(歳) 暦年 出生期間

10-14-6.53 197910.18
一19043

.73

15-19-7.43 19808.28 1905-094.18

20-24-9.42 19817.50 1910-144.82

25-29-11.22 19827.21 1915-196.34

30-34-10.56 19836.63 1920-246.51

35-39-4.91 19846.06 1925-298.88

40-448.36 19855.45 1930-349.43

45-4912.16 19864.76 1935-3910.82

50-547.65 19872.11 1940-447.60

55-597.47 1988-0.32 1945-491.35

60-647.32 1989-1.17 1950-54-3.32

65-696.74 1990-2.10 1955-59-6.45

70-742.83 1991-2.52 1960-64-5.00

75一 一2.46 1992-2.30 1965-69-4.35

1993-2.11 1970-74-5.72

1994-6.07 1975-79-8.21

1995-6.06 1980-84-9.53

1996-6.04 1985-89-11.00

1997-6.42 1990一 一10.08

1998-6.00

1999-5.73

2000-5.29

2001-6.07

総 平 均 効 果 二39,250R2=0.9782

果)一4.47+(1989年 の 年次 効果)一 〇.30+(こ の

集団,1950-54年 出生 コウホー トの世代効果)

2.91=11.16(kg)と な る。推 計 の 元 に な った

表5の この集 団 の値 は,10.77(kg)で,偏 差

は(10.77-11.16)/10.77=一3.6%で あ る。表

6お よび7に 示 され る数値 か ら計算 され る各年

・各 年齢 階 級別 の 理論 値 と,基 に な った表4

(米)お よぴ5(鮮 魚)の 「実績値」 の差 を実

績値 で割 った偏差比 を,付 録 表1(米)お よび

2(鮮 魚)に 示 してあ る。年次 に よ り,年 齢階

級 に よ りか な り偏差 が大 きいケ ースが散見 され

るが,付 録表3に 実例 を挙げて示 した ように,

『家計調査』 の元 デー タが年齢 階級 ,特 に若 年

表7鮮 魚の年齢別個人消費の1979-2001年 の変

化 を年齢・年次・世代効果に分離
(㎏/年 〉

年齢効果lAぎ 年次効果:P' 世 代 効果:Cた

年齢階級(歳) 暦年 出生期間

10-14-3.12 19791.19 一1904-2
.32

15-19-3.71 19801.16 1905-09-1.72

20-24-4.50 19810.68 1910-14一 一〇.97

25-29-5.26 19820.37 1915-190.02

30-34-5.05 19830.69 1920-240.67

35-39-4.47 19841.01 1925-291.68

40-44-2.25 19850.62 1930-341.81

45-490.67 19860.48 1935-392.84

50-543.70 1987-0.13 1940-444.81

55-595.40 1988-0.03 1945-494.51

60-645.85 1989-0.30 1950-542.91

65-695.67 1990-0.72 1955-591.40

70-744.29 1991-0.35 1960-64～0.09

75-2.77 19920.25 1965-69-0.91

19930.40 1970-74-1.74

1994-0.20 1975-79-2.59

1995-0.30 1980-84-3.21

1996-0.62 1985-89-3.57

1997-0.56 1990一 一3.55

1998-0.71

1999-0.88

2000-0.84

2001-1.21

総 平 均 効 果=13,02;R2=0.9857

階級で,年 により不規則な振れを示すので,対

象全期間,す べての階級について偏差を小さく

するためには,不 自然なスムージングを必要 と

する。そ もそも世帯データから世帯員個人の消

費を導出す るときと,本 説のベイズ型 コウホー

ト分析の2度 にわたって,パ ラメターの 「漸進

的変化」なる条件 を付 して推計を行 っているの

で,さ らなるスムージングはあえて行わなかっ

た。

すでに前節の終わりで感覚的に述べたことだ

が,米 ・鮮魚のいずれも,年 齢的 には若年層が

少 な く(負),中 ・高年層 が多 い(正)13)。 時

代効果 としては,対 象期間内に米 は,総 平均値
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39.26に 対 しプ ラス10か らマ イナ ス6前 後へ と,

急 激 な減少 傾向 を示 してい るが,他 方,若 年層

では激減,中 ・高年層 では高位安 定 を示 した鮮

魚の場合,(年 齢 と世代 効果 を補整 した)「 純粋

の」時代 効果 は,総 平 均値13.02に 対 しプ ラス

1か らマ イナ ス1へ,微 減程 度で あ る。新 ・旧

の世代効果 につ いては,米 ・鮮魚の いずれ も戦

前生 まれの旧 いコウホー トがプ ラス,戦 後,特

に高 度成長が始 まった1960年 代 以 降生 まれが加

速 度的 にマ イナ スの値 を示 してい る。次節 で詳

細 に計 算す るが,米 も鮮魚 も,人 口が 中 ・高齢

化す るにつ れ,平 均 的 に1人 当た り個 人消費 を

押 し上 げる力が働 く一方 で,負 の効果 を持 つ新

しいコウホー トが正の世代 効果 を持 つ旧い集団

に交代 す るのは,全 体 的 には消 費を押 し下 げ る

力 として働 く。

7)「 若者の果物離 れ」を公式文書で明 らかに

したのは,『 平成6年 度農業 自書』III1が 最 初

である。

8)ERS/USDAa,Fooグ 観4z48沈%伽 γαJ

Co解 規04めCon鍬 〃ψ!foη 初 ♂hθUn吻4

Sたz陀s』Loohi%g/1h6認'0202ρ,20031ERS/

USDAb,Fooゴ 助 εn4吻 泥s勿U.S,

∬o%sεhoJ4s∫Loo々 ガng〆1h6α4♂02020,2003は

い ずれ も,食 料 消費 におけ る年齢 ・地域 など

のデモグラフィッタ要因 を重視 しているが,

コウホー ト効果 は捨象 している。す なわち加

齢な り移住すれば,直 ちに新 しい集団の特性

を受け継 ぐと想定 されている(a,13;b,30な

ど)。

9)朝 野,348な ど。

10)世 代 を形 容 す るの に,「 若 い世 代」 とか

「中年世代」な どが,一 般的で ある(森 『コ

ウホー ト分析』「は しが き」,2001)。 現 在若 い

集団 も,や が て中年 にな り,3-40年 先 には

老年になる。 しか し加齢 にかかわ らず,ラ イ

フサイクルの どの時期か に形成 されたその集

団共有の性 向は,維 持 されるで あろう。それ

は 「若い」「年寄 りの」ではな く,高 度成長期

以降生 まれ と戦前生 まれ とかの,新 ・旧で区

別さるべ きと考 える。

11)最 も古典的な文献 は,Mason&Fienberg

(eds.)Cohoπ 、4nψs鶴 ηSo6ガαJR6s6ακhr

B砂on4♂hθ 擢6n∫ 拶6αあoηP〆oδ 」6解,1985で あ

る。 朝 野,2001,1-3節,Appendix1な ど

を参 照 。

12)Blisardは,"DecomposingAge,Cohort,

andTimeEffects"と い う言 い 回 しを し て い る

(Blisard,2001,2)。

13)年 齢 ・年 次 ・世 代 の 各 効 果 に つ い て,下 記

の ゼ ロ サ ム 条 件 を 付 して 推 計 して い る。

ΣA∫ 二 ΣP,=ΣC々=0… …(6)

4.推 計 された年齢 ・時代・世代効果 を

合成 して中・長期の消費を予測する

一 つ の具 体 例 と して ,2009年 に40歳 台 後 半

(45-49歳)に な る個人集 団は,1960年 代 前半

(1960-64年)に 出 生 して い る14)。 こ れ らの

集団 は2019年 に は50歳 台後 半(55-59歳)に 加

齢 す る。彼 らは平 均 的 に,2009年 に 家 計 内で

(以下 略)米 な り鮮 魚 をどれ だけ消費す るよう

にな るで あろ うか。 まず米 について,先 にあげ

た(5)式 に従 って1

総 平均効果39.25+年 齢 効果12.16

+世 代 効 果 一5.00+2009年 の 年次効果(?)

=?… …(7)

2009年 の 年次 効果が与 え られれ ば,か れ らの平

均的消 費量 は決 定す る。次 に2019年 に は どうな

るか。(7)式 の 第1項 と第3項 は変わ らず,第2

項 の 年齢 効果 が12.16か ら7.47に 変 わ り,第4

項 の年次効果 も2009年 か ら2019年 にか けて変化

す るであろ うが,与 え られてい ない。

従来 の需要予測 は多 くの場合,人 口構 成や地

域 移動 な どのdemographicな 要 因 は捨象 し15),

主 と して所得 ・価格 弾力性 と,と きに トレン ド

を推 計 し,中 ・長期的 に経済 成長で所得 が年 率

何%増 加 し,他 方 自由化や生 産合理化 な どに よ

り価格 が何%下 が れば,需 要量 は どれだ け変化

す るであ ろうかを問 うもので あった。われ われ

はそ れ らの視 点 には差 し当た り16)目 を つ ぶ り,

伝 統的 な需要分 析が陽表 的にモデル に取 り入れ
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表8米 の1人 当た り年齢階級別家計消費の予測,2000年,2010年 お よび2020年
(kg/年)

年齢階級 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 754)

総平均効果 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25 39.25

年齢効果 一6
.53

一7
.43

一9
.42
一11
,22
一10
.56
一4
.91 8.36 12.16 7.65 7.47 7.32 6.74 2.83

一2
.46

時代 効果1) 一5
.94

一5
。94

一5
.94

一5
.94

一5
.94
一5
,94
一5
,94
一5
.94
一5
.94
一5
,94
一5
.94
一5
.94
一5
.94
一5
.94

小計 26.78 25.88 23.89 25.09 22.75 28.40 41.67 45.47 40.96 40.78 40.63 40.05 36.14 30.85

2000年(予測値)

世代効果2〕

計

一10
.82

15.96

一9
.82

16.06

一8
.47

15.42

一6
.22

15.87

一4
.62

18.13

一4
.87

23.53

一6
.16

35.51

一3
.95

41.52

0.42

41.38

6.35

47.13

10.18

50.81

9.71

49.76

8.99

45.13

6.27

37.12

2000年(実 績値)3} 15.13 15.70 16.37 16.80 18.47 24.43 32.90 38.10 43.07 49.87 50.70 50.43 45.80 39.90

2010年(予測値)

世代効果2)

計

一10
.08

16.70

一10
.08

15.80

一10
.82

13.07

一9
.82

12.27

一8
.47

14.28

一6
.22

22.18

一4
.62

37.05

一4
.87

40.60

一6
.16

34.80

一3
.95

36.83

0.42

41.05

6.35

46.40

10.18

46.32

8.57

39.42

2020年(予測値

世代効果2〕

計

一10
.08

16.70

一10
.08

15.80

一10
.08

13.81

一10
.08

12.Ol

一10
.82

11.93

一9
.82

18.58

一8
。47

33.20

一6
.22

39.25

一4
.62

36.34

一4
.87

35.91

一6
.16

34.47

一3
.95

36.10

0.42

36.56

8.18

39.03

注11)1995-2001年7ヵ 年平均値;2)本 文中に詳述 した ように,例 えば2000年 の35-39歳 階級 は,表6の 世代 区分 に合わせ

て,1960-64年 出生の コウホー トが4/5と1965-69年 出生 の コウホー トが1/5で 構 成され るとして計算;3)1999-2001年

の平均;4)こ の年齢階級 は75-79歳 と80歳 以上の半 々か らなると想 定 した。

なかったdemographicな 要因の うち,消 費人

口の年齢構成変化のインパク トを定量 しようと

するものである。日本経済は過去10数 年停滞 を

続け,今 後 も成長が読めないので,時 代効果 を

予測す ることはわれわれの関心と能力の範囲を

超えている。

1979年 から2001年 に至る23年 間に時代効果 は,

米については劇的な減少傾向を示 している(プ

ラス10か らマイナ ス6へ 。表6第2欄)。 この

傾向を将来に外挿 し,10年 なり20年先の時代効

果 とす ることも現実的なaltemativesの 一 つ

であろう。他方,鮮 魚については,同 じ期間に

減少傾向を示 しているが,そ のテンポはかな り

緩やかである(プ ラス1か らマイナス1前 後へ

逓減。表7第2欄)。 ただ両者 に共通 している

のは,1990年 代央か ら低下傾向が止ま り,米 は

マイナス6.0前 後,鮮 魚はマイナス0.6-8水 準

にそれぞれ留まっている。

若 し今後の 日本経済がさらなる停滞を続ける

とすれば,主 として経済要因を反映する時代効

果 は,1990年 代 央 か らの水準 に留 まるの ではあ

る まいか と観 ること も出来 るだろ う。本稿 では

特 に積極 的 な理 由 はないが,こ の見 方に従 うこ

とにす る。す なわ ち米,鮮 魚の いずれ について

も,今 後20年 間 くらいは1990年 代 央か らの時代

効果 の水準 を引 き継 ぎ,さ らな る低下 は しない

と仮定す る。

とすれ ば,先 の(7)式 に 戻 り,第4項 の時代効

果 にマ イナス5.94(1995-2001年 平 均)を 代 入

すれ ば,2009年 に おけ る40歳 台後半 の1人 当た

り消 費 は,40.47kgと 予 想 され る。同 じ く2019

年 に お け る50歳 台後 半 の そ れ は,年 齢 効果 が

12.16か ら7.47に 下 が る結 果(表6第2欄),35.

78kgと な る。 この ように して,米 お よび鮮魚 の

各年齢 階級別1人 当た り消費 を,2000年,2010

年,お よび2020年 に つ いて(合 成)予 測 した値

が,表8(米)お よび9(鮮 魚)に 示 されて い

る。2000年 に ついて は,コ ウホー ト分析 の基 に

なった表3(米)お よび4(鮮 魚)の1999-20

01年 の 各3ヵ 年 平均 値 を,「 実績値 」 と して添
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表9鮮 魚の1人 当た り年齢階級別家計消費の予測,2000,2010,お よび2020年
(kg/年)

年齢階級 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 7541

総平均効果 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02 13.02

年齢効果
一3
.12
一3
.71
一4
.50
一5
.26
一5
.05
一4
.47
一2
.25 0.67 3.70 5.40 5.85 5.67 4.29 2.77

時代効果11
一 〇
.73
一 〇
.73
一 〇
.73
一 〇
.73
一 〇
.73
一 〇
.73
一 〇
,73
一 〇
。73
一 〇
.73
一 〇
.73
一 〇
.73
一 〇
.73
一 〇
.73
一 〇
.73

小計 9.17 8.58 7.79 7.03 7.24 7.82 10.04 12.96 15.99 17.69 18.14 17.96 16.58 15.06

2000年(予測値)

世代効果2)

計

一3
.57

5.60

一3
.28

5.30

一2
.71

5.08

一1
.91

5.12

一1
。08

6.16

一 〇
.25

7.57

1.10

11.14

2.61

15.57

4.19

20.18

4.75

22.44

3.23

21.37

2.02

19.98

1.70

18.28

0.18

15.24

2000年(実 績値)3) 5.23 5.27 5.30 5.60 6.00 7.20 11.33 14.03 19.87 21.90 20.73 20.27 18.33 15.90

2010年(予測値)

世代効果2}

言十

一3
.55

5.62

一3
.55

5.03

一3
.57

4.22

一3
.28

3.75

一2
.71

4.53

一1
.91

5.91

一1
.08

8.96

一 〇
.25

12.71

1.10

17.09

2.61

20.30

4.19

22.33

4.75

22.71

3.23

19.81

1.43

16.49

2020年(予測値

世代効果2)

計

一3
.55

5.62

一3
.55

5.03

一3
.55

4.24

一3
.55

3.48

一3
.57

3.67

一3
.28

4.54

一2
.71

7.33

一1
.91

11.05

一1
.08

14.91

一 〇
.25

17.44

1.10

19.24

2.61

20.57

4.19

20.77

3.22

18.28

注:1)1995-2001年7ヵ 年平均値;2)本 文中 に詳述 したように,例 えば2000年 の35-39歳 階級は,表7の 世代区分 に合 わせ

て,1960-64年 出生 のコウホー トが4/5と1965-69年 出生の コウホー トが1/5で 構 成 され るとして計算;3)1999-2001年

の平均;4)こ の年齢 階級 は75-79歳 と80歳 以上の半 々か らな ると仮 定 した。

付 してある。

2020年 の 最若 年層,10-14歳 は,わ れわれの

調査期 間の一 番後期 に も出生 していない。 また

2010年 の10-14歳 は1990年 代 後期 には出生 は し

ているが,今 回の コウ ホー ト分析 でカバー した

最若年 階級,10-14歳 に達 していなか った。 し

たがってそれ らの新 しい集 団の世代 効果 は推計

されていな い。す で に触れ たが,戦 後生 まれの

コウ ホー トは負 の世代 効果 を持 ち,新 し くな る

ほ ど絶 対値 に関 して 「逓増 」 して い る。(表6

-7の 第3欄) 。 第3欄 の数値 を外挿 す る こ と

で今後参入 して くる新 しい コウホー トの世代効

果 を推 定 す る こ とは有 力 なaltemativesの1

つ であ る。 しか しその場合,期 間 をどれ くらい

遡 るか によって推 定値 が大 き く変わ るこ とが避

け られな い。 さ らに計算技術上,表6お よび7

の コウホー ト分析 のパ ラメ ター推 計 に当た って,

新 しいコウホー トほ ど推計作 業 に登 場す る頻度

が 少 な く17),1個.1個 を 外 挿 の 独 立 単 位 と し

て使 用す るこ とに多少の ため らいが ある。特 別

強い理由はないが,本 稿では調査対象期間の最

終時期,1990年 代後半に最 も新 しかった3つ の

コウホー ト,す なわち1980年 以降出生の コウホ

ー トの世代効果の単純平均値をもって,こ れか

ら参入して くる未知のコウホー トの世代効果と

する。

表8お よぴ9の 個人の年齢階級別消費予測は,

年齢区分が5歳 刻みで,さ らに計算過程を含ん

でいるので,直 感的な把握には適さないかもし

れない。刻みを10歳区分にし,1980年,1990年

と2000年(い ずれ も実績,前 後3ヵ 年の単純平

均〉 と,2010年 と2020年(予 測値)に おける年

齢階級別1人 当たり消費の推移を示 したのが,

図1(米)お よび2(鮮 魚)で ある。

1979年 か ら2001年 に至る期間の米(表4)お

よぴ鮮魚(表5)の1人 あた り年齢階級別消費

の推移を平面的に観察 した折 に触れたが,い ず

れの食品についても若年層(の 消費)が 少なく

中 ・高年が相対的に多い特徴を示 していた。米

についてはこの期間中に老若 を問わずすべての
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図1米 の年齢階級別1人 当た1)家 計 消費の推計,1980～2020年
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図2鮮 魚の年齢階級別1人 当た り家計消費の推計,1980～2020年
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年齢階級で消費は激減 したが,鮮 魚については

40歳 台半ば より若 い層 においては(1人 当た

り)消 費は激減 したが,中 ・高年層ではほとん

ど変わ らず以前の高水準を維持 していた。世紀

明けの今後20年 はどうか。

われわれの計算によると,米 の1人 当た り家

計消費は20歳 一30歳 台の若年成人層串ではさら

に減 り続けるが,中 ・高年層では下げ止まりと

までは言えないが,か な りの高水準 を維持す る

と予想 される(*将 来時点の10歳 台未成年層 と

20歳 台の成人層に対 しては,恣 意的な世代効果

を貼 り付 けているので,客 観的な予測 とは言え

ない)。 鮮魚 については,過 去20年 間余はピー

ク水準 を維持 していた50歳 台の消費が顕著に低

下 し,1人 当た り消費の ピークは60歳 台後半か

ら70歳台前半に移る。2020年 には60歳 台は顕著

に低下 し,他 方70歳 台がやや伸ぴて60・70歳 台

が肩を並べるようになると予想 される。新 しい

コウホー トについて多少甘めの世代効果*を 付

与 したに もかかわらず,30歳 台を含む若年層の
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表10米 の年齢階級別総家計消費の予測,2000,2010,お よび2020年
(1000ト ン)

年齢階級 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75一 総計

2000年 105 120 130 156 159 191 277 371 433 412 394 354 267 335 3,704

2010年 99 96 87 94 122 218 324 326 265 317 407 375 318 544 3,591

2020年 90 92 83 75 82 143 283 381 311 278 250 289 325 690 3,372

表11鮮 魚の年齢階級別総家計消費の予測,2000,2010,お よび2020年

(1000ト ン)

年齢階級 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75一 総計

2000年 37 40 43 50 54 62 87 139 211 196 166 142 108 137 1,472

2010年 33 30 28 29 39 58 78 102 130 175 222 184 136 227 1,471

2020年 30 29 26 22 25 35 63 107 128 135 140 164 185 323 1,411

「魚離れ」は一層進むように思われる(*高 度

成長期以降出生の新 しいコウホー トの逓減的な

世代効果を外挿せずに,最 も新 しい3つ の コウ

ホー トの単純平均値 を充てた)。

以上のように推定された1人 当た り年齢階級

別消費に,年 齢階級別人口予測を掛 けて集計す

れば,将 来時点の総消費量を予測することが可

能になる。表10に 米,表11に 鮮魚の年齢階級別

総家計消費量の予測を示す。世代効果の形成 ・

固定が10歳 台と仮定 した関係で,10歳 未満は本

稿の計算から外されている。また繰 り返 しにな

るが,2010-20年 の10歳 台から30歳 台前半は,

調査期間には10歳 台に達 していないので,予 測

は恣意的な振 り付けから自由でない。さらにモ

デルの基本的な限定 として,時 代効果は1990年

代半ばから不変 としたことも繰 り返 しておかね

ばならないだろう。

米の総家計消費は,2000年 か ら2010年 にかけ

て3.0%,2020年 には同 じく2000年 対比9.0%ず

つ減少する。鮮魚のそれは同 じ期間にそれぞれ

0.0%,4.1%だ け減少すると予想 される。いず

れの商品 も,減 少の程度はそれほど大 きくない。

しか し,総 消費をどの年齢階層で担うであろう

かを観ると,変 化の 「中身」はかなり劇的であ

るように見える。すなわち米の場合,60歳 以上

の高齢者 層の総消 費に 占め る比率 は,2000年 に

36.45%で あ ったのが2010年 に は45.78%,2020

年 に は46.09%に 高 まる。同 じく鮮魚 の場 合 は,

37.57%が そ れ ぞ れ52.28%,57.55%に ま で上

昇 す る(単 純 な人 口比 は それ ぞれ,25.91%,

33.23%,お よび36.55%と 推 計 されてい る)。

外食や弁 当を含 む加工 食品 を除 く家計 消費 に関

す る限 り,20年 先 には60歳 以 上の高齢者 が米 は

50%近 く,鮮 魚 は60%近 くを消費す ることにな

る。過去20年 間 のデータで30年 先 を読 むの は本

意で はないが,特 に鮮 魚の場合2020年 に75歳 以

上 であった高齢者 が世 を去 るにつ れ総 消費 は急

に減少 し始 め,60歳 以 上 層の消費 に 占め る比重

はさ らに高 まるの ではないか と予想 され る。

14)調 査 期間が1979年 か ら始 まっているため,

出生 コウホー トの区分が,1960-64年,1965

-69年 生 まれの ようになってい るため
,2009

年 で な く2010年 を選ぶ と,同 年 における45-

49歳 は,1960-64年 出生 コウホー トが4/5,19

65-69年 出生コウホー トが1/5と い うことで説

明が複雑 になる。実 は表4お よぴ5の 「一般

コウホー ト表」か ら表6お よび7の パ ラメタ

ーを推計す るに当た っては,各 年齢セルは,

例 えば1980年 の10-14歳 階級の場合,4/5(19

65-69年 出生 コウホー ト)+1/5(1970-74年

出生 コウホー ト),次 年の1981年 に はそれぞれ

のウエイ トが3/5と2/5に な るようにプ ログラ

ム を組 んだ。表8お よぴ9の2000,2010,お
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ノ

よび2020年 の予測 もその ように隣 『)合うコウ

ホー トを組み合わせた。

15)前 掲USDA/ERSの 最 近 の報 告 書,

Foo4σn4A9吻 麗伽 雇()o窺 卿04勿Coη 訓規ρ一

!ionJLoo々 加g/1hω4!02020∫Foo4敷 ρ6n-

4伽z召srLooh勉8Ah6認 ∫02020は いずれ も,

所 得の成長以外に年齢 と人種構成の変化お よ

び地域移動の効果 などをモデル化 している。

但 し年齢お よぴ地域 移動の インパ ク トに関 し

ては,コ ウホー ト効果 を考慮 に入れていない。

16)現 実の消費量の変化から,年 齢および世代

効果の効果 をうま く除去で きれば,所 得弾力

性や価格弾力性の計測ににおいてバ イアスが

少な くな ることが期待 され る。森 ・Gorman

の 試みは きわめてプ リミテ ィブな ものだが,

そ うした方向への一歩である(「 日本人の食料

消費」6節,1999)。

17)「k個 の コウホー トの中央 から両端 に向か

うほど次第に推定精度が劣化す る」(朝 野,20

01,365)。
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付録1森 ・稲 葉モデル

世帯 主がh年 齢 階級 の世 帯 にお け る ガ年 齢

階 級 の 人員 をXh∫ 人 と し,推 計 され るべ き 」

年齢 階級 の1人 当た りの 平均 消費 量 を 躍 と し,

こ れ らを乗 じた和が,世 帯 主がh年 齢 階級 の

世帯 消費量Hhと な る形 で方程 式 を立 て る(式

一1)
。 こ こ で,h=1,…,10;歪=1,…,14で あ

る。

陰『ll1』llll「外「鮎
この ままで は,未 知 数 μ'が14個 で,式 の数

が10本 で解が求め られない。 この間題 を解決す

るため に,森 ・稲葉 はサ イ ドエ ビデ ンス を用 い

て条件式 を追加 し方程 式 を解 け る形 に してい る。

当初 は,式 を4本 追加 し厳 密に連 立方程式体 系

と して解 いていたが,そ の後 九州大学 の川 口が

作 った 「二次計 画法」 を用いて,よ り緩 やか な

形式 で方程 式 を解 いてい る[森 編,2001:森 ・

稲葉,61-2]。 ま た,三 枝等の意 見 を取 り入れ,

漸 進的 変化 の条 件 を加 えて解 の安 定 化 を図 り

[森 編,2001:森 ・ゴー マ ン,237-9],更 に

若年の世帯 主年齢で は 「家計調 査」 のサ ンプル

数が少 な く,解 が不安 定 にな りが ちなので,方

程式 を解 くと きの ウエイ トを小 さ くす るな どの

改良を加えて現在の改良型森 ・稲葉モデル とな

っている。改良型 においては,以 下のZの 値

を最小化す るμゴを求めてい る。ただ し非負条

件 μf≧0を課 している。

101413

Z=Σ(Σ μガXh仁Eh)2十 Σ(μf一 μ'+1)2
h=1歪 二1ゴ=1

・・(2)

ま た最近 で は高齢化 の進展 を意識 し,老 齢者

を従来 の70歳 以上1本 か ら,70-74,75-79,

80歳 以 上 に細区分 す る場 合 もあ る。それ に伴 い

隣接 す る年 齢 階級 間の 「漸進 的変化 の 条件」,

す なわ ち:1.0μr1.0μf+1=0に は,70歳 以 上

の階級 につ いてのみ,1.0:1.0の 等 関係 ではな

く,高 齢化 に伴 い消費 が逓減 す る ような恣意的

な傾斜 をつ け るこ とも試 みて いる。 また,消 費

において男性 の方 が多 く摂 取す る と考 え られ る

品 目,例 えば酒類 について は,高 齢 層 になるほ

ど女性 の比率が高 くな るの で(例 えば1990年 時

点 で男 女比 は,そ れ ぞれ70-74歳 層 で は1.0=

1.44,75-79歳 層 で1.0:1.51,80歳 以 上 層 で

1.0:1.85で あ った[国 連 『世界 人 口予測』,19

96,470-1]),当 該 年齢 階級 の男女 平均 一 人

当た り消 費 をよ り低 くす るこ とな ども試みて い

る。 『国民栄 養 調査』 に は性 ・年齢 階級 別 の数

字が あ るが,年 齢の最上 層 は70歳 以上 で,十 分

な情報 を提 供 して くれない。 したが って,消 費

量逓減 の程度 を推 し量 るには,年 次的 に とび と

びだが石橋の持 つ 『家計調査 』の個票 デー タの

解析 や,そ の他 サ イ ドエ ビデ ンス とな る資料 を

十 分 に利用 して推 計 を試 みて いる。

付 録2中 村 のベ イズ型 コウホー トモデル

コウホー ト分析 とは,表4,5の よ うな年齢

階層 別のデー タが,例 えば1980年 か ら2001年 の

ように時系列 的に表 され る場 合(必 ず しも毎年

で ある必要 はな い),デ ー タを世代 の視 点 を考

慮 し斜 めの方向 に も見 るこ とに よって,デ ータ
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表 を(狭 義の〉年齢,世 代,お よび年次の3効

果に分離する方法である。これにより,デ ータ

の解釈 を深化させることがで きるとするもので

ある。

すなわち,あ る消費量のデータを考 えた場合,

これを以下の ような簡単な線形関係で表す。

、μ∫Fβ。+禽+βf+β β+6ガ ・…・(3)

但 し 働=ご 期 におけ る年齢 階級 ♂の消 費

量

β。=総 平均効果

耀=年 齢 階級i(固 有)の 年齢 効果

βf=ピ 期(固 有)の 時代 効果

隊=出 生 コウホー ト た(固 有)の 世

代効果

θ=誤 差項

また,3効 果 を平均 偏差化 して見やす くす る

ため に,ゼ ロ和制約 を導入す る。

Σβ劉=Σ βf二Σβ窟二〇・…・・(4)

コ ウ ホー ト分析 の元 々の性格 か ら,3効 果 の

問 に 々二∫一歪+1(1は 年 齢 階 級 の数)の よう

な関係 が あ り,デ ザ イ ン行列Xの 列ベ ク トル

が一次従属 の状 態 にある。 すなわ ち別 の表現で

は,デ ザ イ ン行 列 の 積X〆Xが ラ ン ク落 ちで

解が一意 的に定 ま らない。 これが いわゆ るコウ

ホー ト分析 にお ける識別 問題 で あ る。

(3)式の 誤差 が正規分 布 をす る として,『正規分

布 の密度関数で表 す と,(5)式 の ようになる(W

は ウエ イ ト)。

の 　

∫(μ1凧 ♂)=(2π ♂)一万固 万

exp{一 赤(μ 一X碓 ・(μ一Xの}

…・(5)

中村 のベイ ズ型 コウホー ト ・モデルの特徴 は,

識 別問題 を解決す るため に,パ ラメー タの一次

階差 が0の 近 くに分布 す る とい った漸進的 変化

とい う感覚的 に無 理の ない仮 定 を入れ た ことで

ある。 そ して,こ れ を具体 的 には(6)式 の ように

表わす(砿 品品 は適当な重みを表す超パ ラメ

ータ)。

毒 写(潔縁 、)・+語(κ 一紘1)2

+毒 雛 一緩+1)2一 尉 化一 ・(6)

ここで βを1次 階差行列 に関係す る鳥 とそ

の他 β、に分 けて考える。そ して(6)式を正規分

布の密度関数であらわす と,以 下のように表せ

る。

ハ 　
π(剣 σ貫,σ多,σ2,♂)ニ(2π ♂)可 〃 κ 一1PI■

exp{一 が 〃κ一鵬}一 切

但 し,∠)二1次 階差行列

κ:超 パラメータを配 した対角行列

この事前分布の密度関数 と(5〉式 をかけて事後

密度を求め,そ の対数をとった事後対数尤度(8)

式の最大化を目指す。

1・9ル 協 ♂)π(鳥1σ置,σ負σ言,ゲ)

→ 最 大 化 ・一 ・(8)

超パラメータ行列 κ が与 えられれば,事 後

対数尤度の最大化によってパ ラメータ βを求

め る。具体的 には,μ,X,Wを それぞれ以下

のように置 き,重 み付 き最小二乗法を計算 し,

パラメータ推定値 βを求める。

　 (ぢ)・x一(勝)・ 砂一(櫛

・ … ・(9)

β一[滞 一1x+(IP畑]一1胆 一諺

…・(10)

そ して,超 パ ラメー タ行列Kの 決 定 は,赤 池

のベ イズ型情報 量基 準(ABIC)の 最 小 化 に よ

る(ゴ は超パ ラメー タの数,ρ 、は1次 階差 行列

に関係 しな いパ ラメー タの数)。

Aβ1C一 一21・ψ ・π4βδ+2(ブ+血+1)

一(11)
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ABICは 近 似 的 に は 以 下 の 式 で 計 算 す る 。

/1β1C二=:nlo9∂2-logレ9'ノ ζ一1Z)1

十10glX3協 一1Xみ十D'K-1Z)1

+2(ブ+ρ 。+1)… …(12)

こ こ で,

♂一麦[(μ一X碗 一1(μ一Xか

+鋤 一1刺 である・

一60一



付録表1米 の年齢階級別個人消費のコウホート分析の再現度:実 績値と理論値の偏差
(%η)

年齢
年次
10-1415-19 20-2425-29 30-3435-39 40-4445-49 50-5455-59 60-6465-69 70-7475一

1979 一3 .91.2 4.4-8.3
一11
.2-8.8

一3
.6-2.5 1.9-2.5 1.08.3 8.66.2

1980 3.34.8 5.3-2.6 一5
.0-6.3 4.73.4 一2

.9-0.5 3.90.4 一3
.9-8.0

1981 8,010.8 4.0-4.3 1.8-6.7
一2
.32.9 3.8-6.8 0.7-0.8 一2

.9-5.8

1982 1.14.3 3.8-0.8 一2
.8-4.3

一3
.2-2.5

一1
.8-1.2

一5
.53.7 6.35.0

1983 一5
.4-7.3 7.4-9.6 0.8-6.5 4.0-1.8 5.8-2.4 4.54.0 3。10.7

1984 8.79.5 7.17.4 4.2-3.5 一 〇
.2-2.0

一2
.5-2.6

一3
.9-2.7

一2
.1-4.1

1985' 一1 .6-3.2
一5
.6-2.6

一1
.62.2 3.12.8 0.40.1 一 〇

.30.4
一 〇
.1-1。8

1986 0.6-4.4 一4
.7-1.0

一1
.8-10.3

一6
.511.7

一2
.1-1.7 3.73.0 0.8-1.1

1987 9.03.2 一4
.4-0.1

一1
.6-10.5 1.52.6 一1

.34.8 3.6-0.7 一5
.0-6.8

1988 一6
.8-7.5

一6
.93.9 0,811.0 11.00.8 一 〇

.33.7 5.5-8.2 一10
.1-9.4

1989 一13 .5-15.8 一11
.7-7.4 6,617.2 12.8-0.9 2.53.8 1.5-5.1 一7

.9-6.6

1990 一6
.0-11.3

一10
.0-4,2 5.35.9 5.6-0.8 0.32.5 3.2-0.8 一2

.2-1,3

1991 8.12.0 一8
.8-1.3 3.40.4 一 〇

.96.5
一5
.45.5

一1
.8-2.4

一3
.3-3.3

1992 一14 .94.1 4.78.7 4,022.0 2.5-8.4 一3
.4-11.1

一12
.42.4 6.88.2

1993 一7
.0-6.6

一4
.70.7

一3
.45.8 5.70.4 一1

.3-0.3
一5
.40.3 3.93.7

1994 一1
.7-1.2

一3
.1-3.5 4.91.6 7.2-1.9 6.7-2.4 一1

.0-4.0
一1
.8-2.6

1995 一1 .80.7 7,711.4 4.99.5 一5
.9-2.2 1.2-1.5 一9

.9-3.1 2.24.0

1996 6.94.0 2.81.9 一1
.43.6

一3
.8-2.1

一5
.1-1.0

一1
.70.2 2.23.7

1997 12,810.2 6.51.5 一2
.27.2

一29
.53.5 0.0-6.0 10.2-3.6 一3

.1-0.8

1998 6.55.9 7.98.6 3.1-38.2 一2
.54.7

一9
.73.9

一 〇
.50.5 0.23.4

1999 一23 .7-22.8 一7
.7-8.3 2.32.3 1.5-8.2 3,93.8 4.23.5 1.25.1

2000 一4
.8-0.3 7.19.7 一 〇

.65.2
一8
.3-18.8 4.85.5 2.80.3 一1

.80.8

2001 3.27.3 11.78.9 0.00.1 一21
.8-3,1 1.15.6 一10

.5-1.4 3.27.5

注1)(実 績値一理論値〉/実績値×100

付 録 表2鮮 魚の年齢階級別個人消費の コウホー ト分析の再現度:実 績値 と理論値の偏差
(%1))

年齢
年次
10-1415-19 20-2425-29 30-3435-39 40-4445-49 50-5455-59 60-6465-69 70-7475一

1979 10,210.5 6.04.4 一5
.2-5.3

一10
.9-13.9 0.9-3.3 3.32.8 2.31.0

1980 0.91.3 1.23.6 一1
.16.0 1。44.8

一1
.5-0.2 0.5-3.4 一5

.1-6.6

1981 10,510.6 7.73.9 一3
.2-1.0

一5
.8-5.7 0.7-1.8 3.9-4.0 一3

.5-4.1

1982 10.65.5 一2
.2-8.2

一5
.3-4.5

一6
.0-8.5 3,13.6 一3

.41.4 4.85.7

1983 11.79.5 5.9-0.3 0.8-6.5 4.0-1.8 5.8-2.4 4.54.0 3.10.7

1984 一15 .6-9.9 一10
.5-12.6 10.55.6 0.56.9 一2

.30.8 5.80.3 一 〇
.9-2.1

1985 一3
.3-6.7

一2
.7-2.0

一3
.0』7.1 2.61.2 一 〇

.9-0.9
一 〇
.42。5 4、95.5

1986 一7
。8-6.9

一 〇
.22.2 3.53.1 3.52.1 5.24.7 一9

.8-4.6
一1
.20.4

1987 2.7-0.4 一6
.6-8.2 4.51.6 3.96.9 一 〇

.4-0.7 1.3-2.6 一4
.4-4.5

1988 一12
.1-15.2

一18
.6-15.4 11.66.8 8.95.7 0.31.5 一 〇

.3-1.3
一2
.2-1.7

1989 9.25.2 2.12.8 一3
.6-3.6

一6
.12.9 0.6-3.0 0.70.2 一 〇

.9-0.1

1990 5.12.0 一2
.0-1.0 1.45.0 2.42.9 一 〇

.9-3.6 1.5-1.9 一3
.5-3.2

1991 一14 .6-14.4
一8
.7-6.2 9,611.4 1.93.5 一 〇

.1-2.0
一5
.3-0.4 2.43.7

1992 一14 .5-11.6 一2
,02.1

一10
.26.6 1.62.9 一2

.4-0.0 1.71.7 2.51.9

1993 一17 。1-19.4 一14
.8-10.5

一7
.12.5 2.35.9 一1

.80.4
一1
.13.6 7.06.9

1994 5.25.0 4.01.7 6.8-10.6 一1
.41.5 1.1-1.8 一1

.6-2.1 0.4-0.5

1995 9.88.5 7.00.3 一6
.2-10.7

一13
.86.6 1.83.0 一2

.5-2.1
一 〇
.4-0.9

1996 一7
.3-5.8

一1
.51.1

一3
.3-6.0 1.60.3 一 〇

.24.7 1.70.2 一 〇
.6-1.1

1997 一3 .20.6 1.31.6 一6
.8-4.5 2.7-3.5 2.50.8 6.71.1 一3

.5-5.2

1998 一3
.8-0.5 3.58.9 3.6-0.3 1.80.5 一 〇

.2-0.8 0,50.2 一2
.8-2.9

1999 一2
.3-0.1 3.19.1 7.71.9 一2

.5-0.8
一7
.4-4.7 0.74.0 1.42.2

2000 一11
.6-3.1 2.36.7 一4

.1-1.7 10.6-14.8 一 〇
.52.8

一2
.42.9 2.02.1

2001 6,214.7 20,821.6 一 〇
.4-4,3 3.2-14.1 一3

.6-2.8
一4
.11.1 0.7-0.4

注1)(実 績値 一理論値)/実 績値 ×100
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付録表3世 帯主年齢階級別購入量(kg/年)の 年 々の変動 一米の場合,1995-2000年

年 次 1995 1996 1997 1998 1999 2000

世帯主の
年齢階級 集計数 購入量 集計数 購入量 集計数 購入量 集計数 購入量 集計数 購入量 集計数 購入量

全世帯平均 7923104.5 7927103.1 7935101.1 7941101.6 790199.7 7803100.4

～24歳 5050.4 4581.0 6252.7 5241.0 4646.2 4443.7

25-29 27950.4 28646.4 29645.0 29547.6 28837.2 28547.6

30-34 61456.7 62757.6 62555.8 55958.2 62153.4 56855.0

35-39 82678.5 80078.1 77379.0 77967.6 77672.0 75875.7

40-44 1000104.7 902104.4 86394.5 835100.7 78996.4 79396.6

45-49 1098121.4 1096122.2 1075120.9 1026121.3 927108.3 864106.8

50-54 984125.6 918118.6 885117.3 925112.9 934114.2 956114.9

55-59 869122.3 894116.6 916113.3 911119.0 923117.8 856118.6

60-64 822112.1 902114.7 848122.3 897115.8 868120.3 886120.3

65一 1383105.8 1457106.0 1594102.8 1661106.1 1729108.5 1792105.2

出所:『 家計調査年報』各年版。
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